
ガバナンスの強化

① 役員等の機能の強化
・監事説明会（フォローアップ）

② 自己点検シートの活用

財務規律の強化

① 自己点検シートの活用

② 決算書確認シートの活用

（全法人向け）
ア情報提供の拡充

・ HP開設・更新
・ 好事例の紹介
・ 各種研修情報、資料の掲載
・ FAQ等情報の掲載等
・ 通知等情報の整理
・ 具体的な手続き・様式の掲載

（中小規模法人向け）
イ 専門家活用の支援

・ 専門家紹介の仕組の整備

（小規模法人向け）
ウ 事務局機能の向上

・ 事務担当者向け研修

法人の活動状況の把握

① 法人の活動状況の分析

② 財務分析（拠点区分単位）

③ 財務分析（法人単位）

改善の取組への支援気づきの支援

２９年度の取組

法人に自主的な
課題解決を促す
ための支援

課題を抱える法人の
早期発見・早期改善

会計監査人設置モデル事業（国庫補助事業）

・会計監査人の設置義務のない法人に対し、導入を支援し、効果を検証

・一法人当たり200万円まで（対象法人は国が選定）

今後都が行うべき支援案（都内全法人向け） 資料４－１

（ 所轄庁職員向け ）
エ 評議員選任支援（説明会）

ガバナンスの強化

① 自己点検シートの活用

財務規律の強化

① 自己点検シートの活用
② 決算書確認シートの活用

（全法人向け）
ア情報提供の拡充

・ HPの更新
・ 好事例の追加
（専門家活用事例の紹介）

・ 各種研修情報、資料の更新
・ FAQ等情報の追加
・ 具体的な手続き・様式の追加
＜判断が困難な事例への対応＞
・ 社会福祉充実計画の具体例等
の掲載
・ 「地域における公益的な取組」の
事例等の掲載

（中小規模法人向け）
イ 専門家活用の支援

・ 専門家紹介の仕組の継続

（小規模法人向け）

法人の活動状況の把握

① 法人の活動状況の分析

② 財務分析（拠点区分単位）

③ 財務分析（法人単位）

改善の取組への支援気づきの支援

３０年度からの取組（案）

（ 所轄庁職員向け ）
ウ 評議員選任支援の継続

東社協で実施東社協で実施

・ 会計監査人監査報告の内容確認

・ 会計監査人導入予定法人への情報提供

・ 会計監査人監査の実施状況に関する検証等

会計監査人設置の
検証等

会計監査人設置法人への調査



所轄庁による
運営指導の
強化支援

・ 事務新任者研修、指導検査現任者研修の実施
（法改正に係る相談支援の充実等）

・ 監事説明会（フォローアップ）への参加

・ 決算書確認シート、自己点検シートの活用方法（指導
方法）の習得

・ 財務分析結果の提供

・ 「資料４－１」の法人支援のうち、
「事務担当者向け研修」への参加
「評議員選任支援」研修への出席
「情報提供の拡充」、「専門家活用の支援」の活用促進

・ 社会福祉充実計画に関する判断事例等を蓄積

・ 「地域における公益的な取組」に関する判断事例等を
蓄積

今後都が行うべき支援案（所轄庁(区市)向け） 資料４－２

２９年度の取組 ３０年度からの取組（案）

所轄庁による
指導監査の
強化支援

・ 指導監査ガイドライン対応の指導事項票の提供

・ 重点指導事項シートの提供

・ 都の指導監査における判断事例等を蓄積

・ 事務新任者研修、指導検査現任者研修の実施
（法改正に係る相談支援の充実等）

・ 決算書確認シート、自己点検シートの活用方法（指導
方法） の習得

・ 財務分析結果の提供

・ 「資料４－１」の法人支援のうち、
「評議員選任支援」研修への出席
「情報提供の拡充」、「専門家活用の支援」の活用促進

・ 社会福祉充実計画に関する判断事例等の蓄積、提供

・ 「地域における公益的な取組」に関する判断事例等の
蓄積、提供

・ 会計監査人監査報告の確認方法の提供

・ 指導監査ガイドライン対応の指導事項票の提供

・ 重点指導事項シートの提供

・ 都の指導監査における判断事例等を蓄積、提供


